指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場合の事業の人員，設備及び運営に関する高知市指針の国指針からの変更点
	国指針
	市指針

	第１　総則
１　目的
宿泊サービスを提供する場合の事業の人員，設備及び運営に関する指針（以下「指針」という。）は，指定通所介護事業所等において宿泊サービスを提供する場合における遵守すべき事項を定めることにより，当該宿泊サービスを利用する者の尊厳の保持及び安全の確保並びに宿泊サービスの健全な提供を図ることを目的とする。
２　定義
（１）この指針において，「宿泊サービス」とは，介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第８条第７項に規定する通所介護，第８条第17項に規定する認知症対応型通所介護又は第８条の２第13項に規定する介護予防認知症対応型通所介護の指定を受けた事業者（以下「指定通所介護事業者等」という。）が，当該指定を受けた事業所（以下「指定通所介護事業所等」という。）の営業時間外に，その設備を利用し，当該指定通所介護事業所等の利用者に対し，排せつ，食事等の必要な介護などの日常生活上の世話について，夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスとして提供することをいう。
３　（略）
４　宿泊サービス事業者の責務
⑴～⑵　（略）
⑶　宿泊サービス事業者は，宿泊サービスが位置付けられた居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画等」という。）に沿って，宿泊サービスの提供を希望する利用者に対し，宿泊サービスを提供すること。
また，宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの提供に際し，利用者の状況や宿泊サービスの提供内容について，法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者又は法第58条第１項に規定する指定介護予防支援事業者（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）と必要な連携を行うこと。
なお，居宅サービス計画等への宿泊サービスの位置付けは，指定居宅介護支援事業者等の介護支援専門員等により，あらかじめ利用者の心身の状況，家族の状況，他の介護保険サービスの利用状況を勘案し適切なアセスメントを経たものでなければならず，安易に居宅サービス計画等に位置付けるものではないこと。
第２　人員に関する指針
１～２　（略）
第３　設備に関する指針
１～２　（略）
第４　運営に関する指針
１～３　（略）
４　宿泊サービス計画の作成
（１）宿泊サービス事業者は，宿泊サービスを概ね４日以上連続して利用することが予定されている利用者については，利用者の心身の状況，希望及びその置かれている環境等を踏まえて，利用者が利用する指定通所介護事業所等におけるサービスとの継続性に配慮して，当該利用者の居宅介護支援事業者等と連携を図った上，具体的なサービスの内容等を記載した宿泊サービス計画を作成すること。
なお，４日未満の利用であっても反復的，継続的に利用することが予定されている利用者については，宿泊サービス計画を作成し宿泊サービスを提供すること。
（２）宿泊サービス事業者は，計画の作成に当たっては，居宅サービス計画等に沿って作成し，宿泊サービスの利用が長期間とならないよう，指定居宅介護支援事業者等と密接に連携を図ること。
（３）宿泊サービス事業者は，計画の作成に当たっては，その内容について，利用者又はその家族に対して説明し，利用者の同意を得るとともに，作成した計画を利用者に交付すること。
５～18　（略）
19　事故発生時の対応
（１）宿泊サービス事業者は，利用者に対する宿泊サービスの提供により事故が発生した場合は，市町村，当該利用者の家族，当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに，必要な措置を講じること。
（２）宿泊サービス事業者は，（１）の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。
（３）宿泊サービス事業者は，利用者に対する宿泊サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は，損害賠償を速やかに行うこと。
20　宿泊サービスを提供する場合の届出
（１）指定通所介護事業所等が指定通所介護等の提供以外の目的で，指定通所介護事業所等の設備を利用し，宿泊サービスを提供する場合には，宿泊サービスの内容を宿泊サービスの提供開始前に当該指定通所介護事業者等に係る指定を行った都道府県等（以下「指定権者」という。）に届け出ること。
なお，当該届出については別紙様式に基づいて行うこととし，当該届出内容は法第115条の35の介護サービス情報の基本情報にも追加していることから，当該介護サービスを提供する事業所を管轄する都道府県知事に報告すること。
（２）指定通所介護事業者等は（１）で届け出た内容に変更があった場合は，別紙様式に基づき，変更の事由が生じてから10日以内に指定権者に届け出ること。
（３）指定通所介護事業者等は，当該宿泊サービスを休止又は廃止する場合には，別添様式により，その休止又は廃止の日の１月前までに指定権者に届け出ること。
　
　21　（略）
22　記録の整備
（１）宿泊サービス事業者は，従業者，設備，備品に関する諸記録を整備しておくこと。
（２）宿泊サービス事業者は，利用者に対する宿泊サービスの提供に関する次に掲げる記録を整備し，その完結の日から２年間保存すること。
①　２に定める具体的な宿泊サービス提供の内容等の記録
②　３（４）に定める身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録
③　４に定める宿泊サービス計画
④　18（２）に定める苦情の内容等の記録
⑤　19（２）に定める事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録
第５　その他
各都道府県，指定都市，中核市において，当該指定通所介護事業所等の宿泊サービスの人員配置や設備などから利用者に対するサービス提供に支障がないと認める場合は，第２から第４の限りではないこと。
	第１　総則
１　目的
指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場合の事業の人員，設備及び運営に関する高知市指針（以下「指針」という。）は，指定通所介護事業所等において宿泊サービスを提供する場合における遵守すべき事項を定めることにより，当該宿泊サービスを利用する者の尊厳の保持及び安全の確保並びに宿泊サービスの健全な提供を図ることを目的とする。
２　定義
（１）この指針において，「宿泊サービス」とは，介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第８条第７項に規定する通所介護，地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法令の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）第５条の規定による改正前の法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護，法第８条第17項に規定する地域密着型通所介護，法第８条第18項に規定する認知症対応型通所介護，法第８条の２第13項に規定する介護予防認知症対応型通所介護又は法第115条の45第１項第１号ロに規定する第１号通所事業のうち介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第140条の63の６第１号イに規定する旧介護予防通所介護に相当するサービスの指定を受けた事業者（以下「指定通所介護事業者等」という。）が，当該指定を受けた事業所（以下「指定通所介護事業所等」という。）の営業時間外に，その設備を利用し，当該指定通所介護事業所等の利用者に対し，排せつ，食事等の必要な介護などの日常生活上の世話について，夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスとして提供することをいう。
３　（略）
４　宿泊サービス事業者の責務
⑴～⑵　（略）
⑶　宿泊サービス事業者は，宿泊サービスが位置付けられた居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画等」という。）に沿って，宿泊サービスの提供を希望する利用者に対し，宿泊サービスを提供すること。
また，宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの提供に際し，利用者の状況や宿泊サービスの提供内容について，法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者又は法第58条第１項に規定する指定介護予防支援事業者若しくは法第115条の45の３第１項に規定する指定事業者（法第115条の45第１項第１号二に規定する第１号介護予防支援事業に限る。）（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）と必要な連携を行うこと。
なお，居宅サービス計画等への宿泊サービスの位置付けは，指定居宅介護支援事業者等の介護支援専門員等により，あらかじめ利用者の心身の状況，家族の状況，他の介護保険サービスの利用状況を勘案し適切なアセスメントを経たものでなければならず，安易に居宅サービス計画等に位置付けるものではないこと。
第２　人員に関する指針
１～２　（略）
第３　設備に関する指針
１～２　（略）
第４　運営に関する指針
１～３　（略）
４　宿泊サービス計画の作成
（１）宿泊サービス事業者は，宿泊サービスを概ね４日以上連続して利用することが予定されている利用者については，利用者の心身の状況，希望及びその置かれている環境等を踏まえて，利用者が利用する指定通所介護事業所等におけるサービスとの継続性に配慮して，当該利用者の指定居宅介護支援事業者等と連携を図った上，具体的なサービスの内容等を記載した宿泊サービス計画を作成すること。
なお，４日未満の利用であっても反復的，継続的に利用することが予定されている利用者については，宿泊サービス計画を作成し宿泊サービスを提供すること。
（２）宿泊サービス事業者は，計画の作成に当たっては，居宅サービス計画等に沿って作成し，宿泊サービスの利用が長期間とならないよう，指定居宅介護支援事業者等と密接に連携を図ること。
（３）宿泊サービス事業者は，計画の作成に当たっては，その内容について，利用者又はその家族に対して説明し，利用者の同意を得るとともに，作成した計画を利用者に交付すること。
５～18　（略）
19　事故発生時の対応
（１）宿泊サービス事業者は，利用者に対する宿泊サービスの提供により事故が発生した場合は，市町村，当該利用者の家族，当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに，必要な措置を講じること。
（２）宿泊サービス事業者は，（１）の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。
（３）宿泊サービス事業者は，利用者に対する宿泊サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は，損害賠償を速やかに行うこと。
20　宿泊サービスを提供する場合の届出
（１）指定通所介護事業所等が指定通所介護等の提供以外の目的で，指定通所介護事業所等の設備を利用し，宿泊サービスを提供する場合には，宿泊サービスの内容を宿泊サービスの提供開始前に届け出ること。
なお，当該届出については別紙様式に基づいて行うこととし，当該届出内容は法第115条の35の介護サービス情報の基本情報にも追加していることから，当該介護サービスを提供する事業所を管轄する都道府県知事に報告すること。
（２）指定通所介護事業者等は（１）で届け出た内容に変更があった場合は，別紙様式に基づき，変更の事由が生じてから10日以内に指定権者に届け出ること。
（３）指定通所介護事業者等は，当該宿泊サービスを休止又は廃止する場合には，別添様式により，その休止又は廃止の日の１月前までに指定権者に届け出ること。
　
　21　（略）
22　記録の整備
（１）宿泊サービス事業者は，従業者，設備，備品に関する諸記録を整備しておくこと。
（２）宿泊サービス事業者は，利用者に対する宿泊サービスの提供に関する次に掲げる記録を整備し，その完結の日から５年間保存すること。
①　２に定める具体的な宿泊サービス提供の内容等の記録
②　３（４）に定める身体的拘束等の態様及び時間，その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録
③　４に定める宿泊サービス計画
④　18（２）に定める苦情の内容等の記録
⑤　19（２）に定める事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録
第５　その他
本市において，当該指定通所介護事業所等の宿泊サービスの人員配置や設備などから利用者に対するサービス提供に支障がないと認める場合は，第２から第４の限りではないこと。

	
	

	
	


